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求人件数と人手不足関連 DIの関係 

 
人手不足調整は求人に段階的に表れる 

～ 従業員数・残業の調整を踏まえ、正社員と非正社員の違いが生まれる ～ 

 

 

 

 

人手不足が長期化するなか、企業の求人動向は労働需給を把握するうえで重要な情報として注

目されている。2026年 1月時点では、正社員は企業の 52.3％、非正社員は 28.8％が不足してい

ると捉えていた1。また、人手不足は事業継続にも影響を及ぼし、人手不足を理由とした倒産は

2025年度に 441件発生し、過去最多を更新した2。一方で、求人の増減だけで完結するものでは

ない。既存人員の増減や充足の遅れ、時間外労働による補完など、複数の調整手段が組み合わさ

れながら、企業の人手不足対応は進む。このため、求人件数と人手不足に関連する指標の関係を

把握するには、時間的な順序をあらかじめ固定せずに、先行・同時・遅行のいずれとして表れや

すいかをフラットに比較・検証する必要がある。 

本レポートでは、株式会社フロッグの「HRogチャート」から得られる求人情報を基に作成した

正社員・非正社員の求人件数と、TDB景気動向調査に基づく雇用過不足 DI、従業員数 DI、時間外

労働時間 DIの連動関係を、多面的な手法で整理した。具体的には、同時点の相関、ラグ構造、

双方向の説明力、VAR・グレンジャー因果性、局面転換の順序、共分散構造分析（SEM）の順に重

ねて確認し、求人件数が人手不足調整のどの段階で表れやすいかを捉えることを目的とする。ま

た、本レポートでいう「先行・同時・遅行」は時系列上／予測上の順序を意味し、厳密な因果関

係の断定を意味しない。なお、本レポートは、求人件数と人手不足に関連する指標との関係を、

時間的な順序を固定せずに比較・検証した。 

 

【要約】 
 

1. 正社員では、求人件数と雇用過不足 DI に水準の同時相関がみられる一方、双方向性

も残り、局面転換ではおおむね並走する傾向が確認された。 

2. 非正社員では、水準の同時相関は弱いが前年差では同方向の動きが確認され、局面転

換では求人件数が不足感より平均 2～3カ月程度遅れる傾向がみられた。 

3. また、従業員数 DI の変化が求人件数の変化に先行する結果が得られ、求人件数は既

存の人員調整に反応する側面も強いと捉えられる。 

4. 正社員求人と時間外労働時間は、短期的にはおおむね同時に動くが、前年比ベースで

は求人増が時間外労働の鈍化・正常化と結びつく可能性がある。 

5. 以上より、求人件数は特定の方向性だけで整理するものではなく、不足感・人員・残

業の調整過程も織り込みながら変動する複合的な指標として捉えるのが妥当である。 

 
1 帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査（2026年 1月）」（2026年 2月 20日発表） 
2 帝国データバンク「人手不足倒産の動向調査（2025年度）」（2026年 4月 9日発表） 
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1. 分析の目的 

 本分析の目的は、企業の求人件数と人手不足に関連する指標との関係を、時間的な順序を

あらかじめ固定せずに定量的に把握することである。具体的には、正社員・非正社員の求人件

数と、雇用過不足 DI、従業員数 DI、時間外労働時間 DI との間に、どのような連動関係がみ

られるかを明らかにする。 

重要なのは、求人件数と人手不足感の関係を特定の方向に仮定しないことにある。求人件

数が先に変化する局面もあれば、人手不足感の変化が先に表れる局面、あるいは同時に動く

局面もあり得る。そこで本レポートでは、同時性・ラグ構造・双方向性の観点から複数の手法

で検証を重ね、求人件数が先行・同時・遅行のいずれとして表れやすいかをフラットに捉え

る。 

あわせて、求人件数、人手不足感、従業員数、時間外労働時間の間にどのような調整メカニ

ズムが成り立つかを整理する。これにより、求人件数が採用意欲の表れにとどまるのか、採用

難の反映なのか、あるいは人手不足調整の過程の一部として変動しているのかを、多面的に

捉えることを目指す。 

 

2. 分析の枠組みと推計式 

 本分析では、求人件数と各種 DIの関係を一方向に仮定せず、複数の観点から段階的に確認

する枠組みを採用した。具体的には、①同時点の連動性、②前後方向のラグ構造、③双方向の

説明力、④予測上の先行性、⑤局面転換の順序、⑥構造モデル上の整合性、の 6 段階で点検

した。すなわち、同じ関係を「相関」「動学回帰」「VAR」「転換点」「SEM」で重ねて確認し、特

定の手法だけに依存しない形で全体像を捉える設計である。 

【第 1段階：同時点相関（連動性の把握）】 

本段階では、各系列の基本的な連動性を確認し、同じ月に同じ方向へ動きやすいかを捉え

る。Pearson相関係数は次式で定義される。 

𝑟𝑥𝑦 =
∑ (𝑥𝑡 − 𝑥̅)(𝑦𝑡 − 𝑦̅)𝑡

√∑ (𝑥𝑡 − 𝑥̅)2
𝑡 √∑ (𝑦𝑡 − 𝑦̅)2

𝑡

 

ここで、xtと ytは各月 t における 2系列の値である。水準系列だけでなく、前月差および前

年同月差でも同様に相関を計算し、共通トレンドによる見かけの相関がどの程度含まれてい

るかを点検する。 

【第 2段階：先行・遅行分析（ラグ構造の把握）】 

本段階では、求人件数を先行側と仮定せず、前後両方向にラグを振ったクロス相関から、時

間的な並び方がどの位置で強まりやすいかを捉える。概念的な式は次のとおりである。 
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𝜌𝑗𝑑(𝑘) =
∑ (𝐽𝑡 − 𝐽)̅(𝐷𝑡+𝑘 − 𝐷̅)𝑡

√∑ (𝐽𝑡 − 𝐽)̅2
𝑡 √∑ (𝐷𝑡+𝑘 − 𝐷̅)𝑡

 

ここで、Jt は求人件数、Dt は相手系列である。k>0 で相関が高ければ求人件数が相対的に先に

動きやすく、k<0 で相関が高ければ相手系列が相対的に先に動きやすいことを示す。水準系

列は共通トレンドの影響を受けやすいため、実務上の判断では前年差系列および前月差系列

を重視する。 

【第 3段階：双方向回帰（双方向性の点検）】 

本段階では、自己持続性を考慮したうえで「求人件数→DI」と「DI→求人件数」の双方を推

計し、双方向性と相対的な説明力を捉える。用いるのは自己回帰付き分布ラグモデルであり、

基本式は次のとおりである。 

𝑌𝑡 = 𝛼 + ∑ 𝜙𝑖𝑌𝑡−𝑖

𝑝

𝑖=1

+ ∑ 𝛽𝑘𝐽𝑡−𝑘

𝑞

𝑘=0

+ 𝜀𝑡 

𝐽𝑡 = 𝛼 + ∑ 𝜑𝑖𝐽𝑡−𝑖

𝑝

𝑖=1

+ ∑ 𝛿𝑘𝑌𝑡−𝑘

𝑞

𝑘=0

+ 𝜐𝑡 

第 1 式は「求人から DIへ」、第 2 式は「DI から求人へ」の向きを表す。各モデルではラグ

長を 0～6カ月の範囲で比較し、BIC が最も小さい仕様を採用した。BICは次式で定義される。 

𝐵𝐼𝐶 = −2𝑙𝑜𝑔𝐿 + 𝐾𝑙𝑜𝑔𝑇 

ここで、L は尤度、K はパラメータ数、T は標本数である。BIC の改善幅に加え、追加ラグ全

体の有意性や係数の符号も総合し、関係の向きを機械的に決め打ちにせずに整理する。 

【第 4段階：VAR・グレンジャー因果性（予測上の先行性：補助分析）】 

本段階は、短期の変化率ベースで「どちらの過去情報が相手系列の予測を改善するか」を確

認する補助分析である。前月差系列を用い、2 変数 VAR を推計する。2変数 VAR の一般形は次

式である。 

(
𝐽𝑡

𝑌𝑡
)

′

= 𝐴0 + 𝐴1 (
𝐽𝑡−1

𝑌𝑡−1
)

′

+ ⋯ + 𝐴𝑝 (
𝐽𝑡−𝑝

𝑌𝑡−𝑝
)

′

+ 𝑢𝑡 

ここでいうグレンジャー因果性は、構造的な因果効果そのものではなく、ある変数の過去情

報が相手系列の予測を改善するかどうかを問う概念である。そのため本レポートでは VAR 単

独で結論を出さず、他の段階の結果との整合性を重視して解釈する。 

【第 5段階：転換点比較（局面転換の順序）】 
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本段階では、水準や変化率の相関とは別に、系列の「山」と「谷」がどの順序で表れるかを

比較する。まず、3カ月移動平均で系列を平滑化する。 

𝑋̃𝑡 =
𝑋𝑡 + 𝑋𝑡−1 + 𝑋𝑡−2

3
 

局所的な山・谷を抽出したうえで、近接する転換点どうしを対応づけ、次の時間差を計測す

る。 

lag＝TPjob－TPother 

ここでの lagは「転換点の順序差」を表し、lag>0 は求人数の転換点が相手系列より遅いこ

と、lag<0 は求人数の転換点が相手系列より早いことを意味する。 

なお、第 2 段階のクロス相関で用いた lag は、正の lag が「求人件数が相手系列に先行す

る」こと、負の lagが「相手系列が求人件数に先行する」ことを示しており、転換点比較での

lag とは符号の解釈が異なる。両者は、相関の時間差を捉えるのか、転換点の順序を捉えるの

かという目的が異なるため、lagの符号を混同しないよう留意する。 

【第 6段階：共分散構造分析（SEM：構造の整合性の比較）】 

本段階では、ここまでの結果を踏まえ、求人件数、不足感、従業員数、時間外労働時間の間

にどのような経路が成り立つかを、観測変数ベースのクロスラグ・パス解析で整理する。例え

ば、正社員では、不足 DI、従業員数 DI、時間外 DI、求人件数の間に次のような経路を置く。 

雇用過不足𝐷𝐼𝑡 = 𝑐1求人件数
𝑡−1

+ 𝑐2従業員数𝐷𝐼𝑡 + 𝑐3時間外労働時間𝐷𝐼𝑡 

+𝑐4雇用過不足𝐷𝐼𝑡−1 + 𝑢𝑡 

求人件数
𝑡

= 𝑑1雇用過不足𝐷𝐼𝑡−1 + 𝑑2求人件数
𝑡−1

+ 𝑣𝑡 

このとき、c1 が有意であれば「前月の求人件数が当月の不足感を説明する」経路が、d1 が有

意であれば「前月の不足感が当月の求人件数に関係する」経路が、それぞれ残る。適合度は

CFI、TLI、RMSEA、SRMRを参考に比較する。ただし標本数が限られるため、SEM は補助的に位

置づけ、最終的な整理は第 1段階から第 5段階までの結果との整合性を重視して行う。 

3. データ整備と分析の前提 

 本節では、分析対象データの接続方法と、推計に用いる変換系列を定義する。週次の求人件

数と月次の DIをそのまま比較すると頻度の違いに起因するずれが生じ得るため、まず求人件

数を月次系列に整備したうえで、中心化、対数化、差分化、標準化を段階的に施し、同時性・

ラグ構造・双方向性を多面的に確認できる形に整える。 
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3.1 使用データと対象期間 

企業の求人件数は、株式会社フロッグが提供するサービス「HRog チャート」から得られる

求人情報を用いた。人手不足関連指標は、TDB 景気動向調査に基づく雇用過不足 DI、従業員

数 DI、時間外労働時間 DI を用いた。両系列の重複期間である 2022 年 3 月～2025 年 12 月の

46カ月を分析対象とした。 

3.2 求人件数の月次化（週次→月次） 

求人件数は週次系列であるため、月次 DI と接続できるよう月次化を行った。本分析では、

各月 m について当該月に最初に観測された週次値を代表値 Jm とする方法を採用した。これ

は、月内のある時点の値を平均することよりも、月初時点で観測される求人動向と同月の DI

の関係を捉えるという本分析の目的に整合するためである。月次化は次式で表される。 

𝐽𝑚 = 求人件数
𝑚,𝑓𝑖𝑟𝑠𝑡 𝑜𝑏𝑠𝑒𝑟𝑣𝑒𝑑 𝑤𝑒𝑒𝑘

 

ここで first observed week は、月内で最初に掲載年月日が表れる観測週を表す。 

3.3 DIの中心化（50 基準の統一） 

 DIはいずれも 50が判断の分かれ目であるため、必要に応じて中心化系列を作成した。中心

化系列は次式で定義する。 

𝑋𝑡
∗ = 𝑋𝑡 − 50 

これにより、雇用過不足 DIでは X*t>0 が不足、X*t<0が過剰を示す。従業員数 DIおよび時間

外労働時間 DI では X*t>0 が増加、X*t<0 が減少を示す形となり、指標間で符号の解釈をそろ

えて捉えることができる。 

3.4 変換系列（対数化・差分化） 

求人件数は水準差が大きいため、変化率近似を得やすくする目的で対数系列を作成した。 

𝐽𝑡𝑙𝑜𝑔 = 𝑙𝑜𝑔(𝐽𝑡) 

さらに、共通トレンドにより水準相関が課題になり得る点を踏まえ、水準系列に加えて前

月差と前年同月差を併用した。前月差と前年同月差は次式で定義する。 

∆𝑋𝑡 = 𝑋𝑡 − 𝑋𝑡−1 

∆12𝑋𝑡 = 𝑋𝑡 − 𝑋𝑡−12 

前月差は短期の変化の並び方を、前年同月差は年単位の増減の並び方を捉えるために用い

る。これらを併用することで、同時点の連動性、時間差を伴う連動性、局面転換の順序といっ

た複数の側面をより安定的に捉えられるかを点検する。 
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3.5 補助指標：労働需給ギャップ 

補助指標として、雇用過不足 DIと従業員数 DIの差からなる労働需給ギャップを作成した。

これは、不足感に対して実際の人員増加が追いついていない度合い（採用・充足ギャップ）を

捉えることを意図したものである。定義は次のとおりである。 

𝐺𝑡 = 雇用過不足𝐷𝐼𝑡 − 従業員数𝐷𝐼𝑡 

 Gt が大きいほど、不足感の高まりに対して人員増加が相対的に弱い状態を示すものとして

捉える。 

3.6 標準化と図示 

 図示にあたっては、系列間で単位や変動幅が異なるため、必要に応じて標準化（平均 0、標

準偏差 1）を施した系列を用いた。これにより、各系列が平均からどの程度乖離しているかを

同一尺度で把握でき、同時性や局面の対応を視覚的に捉えやすくなる。 

3.7 分析の進め方（6 段階の確認） 

 本分析は、①同時点相関、②先行・遅行分析（クロス相関）、③双方向回帰、④VAR・グレン

ジャー因果性（補助分析）、⑤転換点比較、⑥観測変数ベースの SEM の順に進めた。いずれの

段階でも、各変数の同時性・ラグ構造・双方向性がどのように表れるかを多面的に確認するこ

とを重視した3。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：各系列は標準化（平均 0、標準偏差 1）して表示した。値が高いほど当該系列が平均を上回る水準にあること

を示す。 

 
3 なお、本節で整備した各系列は、同時性・ラグ構造・双方向性を多面的に確認するために複数の変換系列

を併用している。したがって、特定の系列（例えば水準系列）に限った結果のみから関係を一義的に定めず、

複数の段階の結果の整合性を重視して整理する。 

-3

-2

-1

0

1
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3

3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

2022 2023 2024 2025

log正社員求人件数

雇用過不足DI（正社員）

従業員数DI（正社員）

時間外労働時間DI

図１ 正社員関連系列の標準化推移 
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注：各系列は標準化（平均 0、標準偏差 1）して表示した。値が高いほど当該系列が平均を上回る水準にあること

を示す。 

 

4. 第 1段階：記述統計・同時点相関 

 本段階の目的は、各系列の水準と変動性を把握するとともに、まず「同じ月に同じ方向へ動

きやすいか」という同時点の連動性を確認することである。ここでは、関係の向き（どちらが

先か）をあらかじめ定めず、連動の有無と強弱を基礎情報として整理し、次段階以降のラグ構

造や双方向性の検証に接続するための足場を整える。 

記述統計では、平均、標準偏差、最小値、最大値に加え、変動係数𝐶𝑉 = 𝑠
𝑥̅⁄ を算出した。変

動係数は平均に対するばらつきの大きさを示し、単位の異なる系列どうしの変動性を比較す

る際に有用である。 

同時点相関では、Pearson 相関係数（r）を用いた。r は 2 系列の線形な連動性の強さを表

し、r>0 は同方向、r<0 は逆方向、|r|が大きいほど連動が強いことを示す。ただし、本段階の

位置づけはあくまで同時点での連動性を整理することであり、先行・遅行の順序や因果の有

無をこの段階で確定するものではない。 

 相関は、水準系列、前月差系列、前年同月差系列の 3 種類で計算した。水準で相関が高く

ても差分系列で弱まる場合、共通トレンドによる見かけの連動が含まれている可能性がある

ためである。したがって本段階では、水準の結果を出発点としつつ、差分系列の結果も併せて

確認し、連動の輪郭を多面的に捉える。 

まず、各系列の水準の特徴と同時点の連動性を確認した（表 1）。求人件数は正社員より非

正社員の方が水準も変動幅も大きい。一方、雇用過不足 DIは正社員の方が平均水準・変動幅
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図２ 非正社員関連系列の標準化推移 
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ともに高く、需給ギャップも正社員の方が大きい。 

次に、主要な組み合わせについて同時点相関を確認した（表 2）。水準では「正社員求人×

正社員雇用過不足 DI」が比較的強い正相関を示した（r=0.641）。同じく、正社員求人と労働

需給ギャップも正相関であった（r=0.503）。一方、非正社員求人と非正社員の雇用過不足 DI

は、水準の同時点相関がほぼゼロであり、非正社員については同時点の不足感だけでは捉え

切れない要因が関係している可能性がある。 

前年差系列では、非正社員求人×非正社員雇用過不足 DI が正相関（r=0.478）となり、年

単位の増減という観点では両者が同方向に動きやすいことが確認された。また、正社員求人

×正社員従業員数 DI も正相関（r=0.421）であった。逆に、正社員求人×時間外労働時間 DI

は前年差で強い逆相関（r=-0.712）を示し、求人件数の増減と時間外労働の動きが反対方向に

表れやすい側面が確認された。 

以上より、第 1 段階では、（1）正社員は水準で求人件数と不足感の同時点連動性が確認で

きること、（2）非正社員は水準の連動性が弱い一方で前年差では同方向の動きが確認できる

こと、（3）正社員では時間外労働時間と求人件数の間に前年差で逆方向の連動が確認できる

ことの 3 点を基礎情報として整理した。これらは同時点での関係の輪郭を捉えるための結果

であり、先行・遅行の順序や双方向性の有無は、次段階以降のラグ構造と動学的な検証を通じ

て改めて確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：求人件数は各月に最初に観測された週次値を採用した。変動係数は標準偏差を平均で除して算出した。 

 

 

 

表１ 主要系列の記述統計量 

変数 平均 標準偏差 最小 最大

正社員求人件数 309,195 62,336 200,654 411,962

非正社員求人件数 849,417 116,168 634,771 1,112,224

雇用過不足DI（正社員） 59.65 0.67 57.81 60.52

雇用過不足DI（非正社員） 54.93 0.41 54.11 55.75

従業員数DI（正社員） 50.08 0.45 49.27 50.95

従業員数DI（非正社員） 49.67 0.16 49.28 49.93

時間外労働時間DI 49.21 0.76 47.61 51.09

労働需給ギャップ（正社員） 9.57 0.99 6.86 10.83

労働需給ギャップ（非正社員） 5.25 0.42 4.37 6.14
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注：Pearson 相関を掲載。前年差は前年同月との差、前月差は前月との差を示す。 

 

5. 第 2段階：先行・遅行分析 

本段階では、求人件数と人手不足関連指標のいずれを先行側とも仮定せず、前後両方向に

ラグを振ったクロス相関により、時間的な並び方の特徴を確認する。ここで重視するのは、同

じ 2 系列であっても「同時点相関」と「ラグ付き相関」では捉えられる関係が異なり得る点

である。 

クロス相関は、𝜌𝑗𝑑(𝑘) = 𝑐𝑜𝑟𝑟(𝐽𝑡, 𝐷𝑡+𝑘)と表せる。k>0 で相関が大きければ求人件数 Jt が先

に動き、その後に相手系列 Dt が動く。逆に k<0 で相関が大きければ、相手系列が先に動き、

求人件数が遅れて反応していることを示す。 

ラグは原則として前後 6カ月を比較し、参考として前後 12カ月も確認した。ただし、水準

系列のクロス相関は共通トレンドの影響を受けやすく、端点付近の相関が過大になりやすい。

このため本段階では、前年差系列および前月差系列の結果を優先し、時間差をともなう連動

の表れ方をより安定的に捉える。 

また、前年差は年単位の増減の並び方を、前月差は短期の変化の並び方を捉えるために用

いる。したがって、同じ組み合わせでもタイムスケールによって時間的な並び方が異なる可

能性がある点を前提に整理する。 

表２ 同時点相関（主要組み合わせ） 

系列 組み合わせ Pearson_r Pearson_p Spearman_rho

水準 正社員求人×正社員雇用過不足DI 0.641 0 0.499

水準 非正社員求人×非正社員雇用過不足DI 0.016 0.915 -0.092

水準 正社員求人×正社員従業員数DI -0.148 0.327 -0.205

水準 非正社員求人×非正社員従業員数DI -0.296 0.046 -0.329

水準 正社員求人×時間外労働時間DI -0.280 0.060 -0.172

水準 正社員求人×労働需給ギャップ 0.503 0 0.410

水準 非正社員求人×労働需給ギャップ 0.127 0.401 0.056

前月差 正社員求人×正社員雇用過不足DI 0.148 0.331 0.194

前月差 非正社員求人×非正社員雇用過不足DI 0.074 0.628 0.073

前月差 正社員求人×正社員従業員数DI -0.171 0.262 -0.136

前月差 非正社員求人×非正社員従業員数DI -0.218 0.151 -0.197

前月差 正社員求人×時間外労働時間DI 0.209 0.169 0.170

前月差 正社員求人×労働需給ギャップ 0.184 0.227 0.192

前月差 非正社員求人×労働需給ギャップ 0.179 0.240 0.134

前年同月差 正社員求人×正社員雇用過不足DI 0.250 0.153 0.224

前年同月差 非正社員求人×非正社員雇用過不足DI 0.478 0.004 0.532

前年同月差 正社員求人×正社員従業員数DI 0.421 0.013 0.285

前年同月差 非正社員求人×非正社員従業員数DI -0.152 0.390 -0.125

前年同月差 正社員求人×時間外労働時間DI -0.712 0 -0.723

前年同月差 正社員求人×労働需給ギャップ 0.148 0.403 -0.099

前年同月差 非正社員求人×労働需給ギャップ 0.574 0 0.572
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次に、求人件数と各指標について、前後方向にラグを振ったクロス相関を確認した。水準系

列では共通トレンドの影響が大きく、±12 カ月付近の相関が強く出る組み合わせが多かった

ため、以下では主として前年差系列および前月差系列の結果を重視する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：ラグは月単位。正の lag は求人件数が先行、負の lagは相手系列が先行することを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：前年差系列に基づくクロス相関。正の lag は求人件数が先行し、負の lag は雇用過不足 DI が先行することを

示す。 

表３ ラグ±6カ月でみた最大絶対相関 

系列 組み合わせ
最大絶対相関

のラグ
相関係数 N

水準 正社員求人→正社員不足DI -6 0.713 40

水準 非正社員求人→非正社員不足DI 6 -0.682 40

水準 正社員求人→正社員従業員DI -1 -0.175 45

水準 非正社員求人→非正社員従業員DI -1 -0.349 45

水準 正社員求人→時間外DI 4 -0.416 42

水準 正社員求人→需給ギャップ -6 0.531 40

水準 非正社員求人→需給ギャップ 6 -0.533 40

前年同月差 正社員求人→正社員不足DI -6 0.546 28

前年同月差 非正社員求人→非正社員不足DI 0 0.478 34

前年同月差 正社員求人→正社員従業員DI -2 0.488 32

前年同月差 非正社員求人→非正社員従業員DI -6 -0.500 28

前年同月差 正社員求人→時間外DI 2 -0.745 32

前年同月差 正社員求人→需給ギャップ -6 0.498 28

前年同月差 非正社員求人→需給ギャップ 0 0.574 34

前月差 正社員求人→正社員不足DI -6 0.306 39

前月差 非正社員求人→非正社員不足DI 2 -0.420 43

前月差 正社員求人→正社員従業員DI -1 -0.583 44

前月差 非正社員求人→非正社員従業員DI -1 -0.423 44

前月差 正社員求人→時間外DI 2 -0.339 43

前月差 正社員求人→需給ギャップ -1 0.499 44

前月差 非正社員求人→需給ギャップ 3 -0.407 42
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図３ 正社員求人と雇用過不足 DI（正社員）のクロス相関（前年差） 
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注：前年差系列に基づくクロス相関。正の lag は求人件数が先行し、負の lag は雇用過不足 DI が先行することを

示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：前年差系列に基づくクロス相関。正の lag は求人件数が先行し、負の lag は時間外労働時間 DI が先行するこ

とを示す。 

 

正社員については、前年差でみると不足 DI が先に動き、求人件数が約 6カ月遅れる形の相

関が比較的強かった（lag=-6で r=0.546）。すなわち、不足感の高まりが先に現れ、その後に

求人が増える局面が一定程度ある。 

非正社員については、前年差では不足 DI と求人件数の相関のピークがほぼ同月にあり

（lag=0で r=0.478）、年単位の増減では同方向に動く。他方、前月差では lag=+2 で負相関が

比較的大きく、月次の短期変動だけをみると、求人がやや先に動いた後に不足 DI が低下する

局面もみられる。 

図４ 非正社員求人と雇用過不足 DI（非正社員）のクロス相関（前年差） 
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ラグ（月）：正なら求人件数が先行、負なら相手指標が先行

図５ 正社員求人と時間外労働時間 DIのクロス相関（前年差） 
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正社員求人と時間外労働時間 DIの前年差では、求人が 2カ月先行する位置で強い逆相関が

みられた（lag=+2 で r=-0.745）。採用拡大の後に時間外労働の増勢が弱まる、あるいは時間

外労働が平常化する構図と整合的である。 

 

6. 第 3段階：双方向回帰分析 

本段階では、単なる相関ではなく、自己持続性をコントロールしたうえで、求人件数が DI

を説明するのか、逆に DIが求人件数を説明するのかを比較した。ここで用いたのは自己回帰

付き分布ラグモデルである。 

「求人から DIへ」の基本式は、𝑌𝑡 = 𝛼 + ∑ 𝜙𝑖𝑌𝑡−𝑖 + ∑ 𝛽𝑘𝐽𝑡−𝑘 + 𝜀𝑡である。左辺 Ytは不足 DI、

従業員数 DI、時間外 DIなどであり、右辺には Y 自身の過去値と求人件数のラグを入れる。βk

が有意であれば、求人件数の過去情報が当月の Y を説明していることになる。 

逆方向の「DI から求人へ」では、𝐽𝑡 = 𝛼 + ∑ 𝜑𝑖𝐽𝑡−𝑖 + ∑ 𝛿𝑘𝑌𝑡−𝑘 + 𝜐𝑡と置いた。こちらで δkが

有意なら、DI の変化が後の求人件数を説明していることになる。両方向の式を同じラグ候補

集合で推計し、どちらの向きの説明力が高いかを比較した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：BIC 改善は自己ラグのみの基準式に対する低下幅を示し、値が大きいほど適合が改善している。p 値は追加ラ

グ全体の有意性検定に基づく。 

 

系列 組み合わせ 方向 選択ラグ BIC改善(+) 追加ラグのF検定p 有意ラグ項

水準 正社員求人↔正社員不足DI 求人→DI 2 4.689 0.039 log_job_f_lag0,log_job_f_lag2

水準 正社員求人↔正社員不足DI DI→求人 0 1.851 0.022 short_f_lag0

水準 非正社員求人↔非正社員不足DI 求人→DI 4 3.779 0.001 log_job_p_lag2

水準 非正社員求人↔非正社員不足DI DI→求人 0 -3.127 0.429

水準 正社員求人↔正社員従業員DI 求人→DI 2 4.553 0.235 log_job_f_lag0,log_job_f_lag1

水準 正社員求人↔正社員従業員DI DI→求人 3 7.508 0.014 emp_f_lag2,emp_f_lag3

水準 非正社員求人↔非正社員従業員DI 求人→DI 0 0.178 0.055 log_job_p_lag0

水準 非正社員求人↔非正社員従業員DI DI→求人 0 3.851 0.008 emp_p_lag0

水準 正社員求人↔時間外DI 求人→DI 2 -2.412 0.061 log_job_f_lag0,log_job_f_lag2

水準 正社員求人↔時間外DI DI→求人 3 0.688 0.166 ot_f_lag1,ot_f_lag2

水準 正社員求人↔需給ギャップ 求人→DI 5 12.583 0.066 log_job_f_lag1,log_job_f_lag2,log_job_f_lag4,log_job_f_lag5

水準 正社員求人↔需給ギャップ DI→求人 0 4.314 0.006 gap_f_lag0

水準 非正社員求人↔需給ギャップ 求人→DI 4 2.722 0.007 log_job_p_lag2,log_job_p_lag4

水準 非正社員求人↔需給ギャップ DI→求人 0 -0.937 0.104 gap_p_lag0

前年同月差 正社員求人↔正社員不足DI 求人→DI 0 -3.444 0.828

前年同月差 正社員求人↔正社員不足DI DI→求人 0 -0.733 0.116 d12_short_f_lag0

前年同月差 非正社員求人↔非正社員不足DI 求人→DI 0 -3.404 0.773

前年同月差 非正社員求人↔非正社員不足DI DI→求人 0 -2.472 0.338

前年同月差 正社員求人↔正社員従業員DI 求人→DI 0 -0.733 0.116 d12_log_job_f_lag0

前年同月差 正社員求人↔正社員従業員DI DI→求人 0 -1.072 0.141 d12_emp_f_lag0

前年同月差 非正社員求人↔非正社員従業員DI 求人→DI 1 -1.799 0.102 d12_log_job_p_lag0,d12_log_job_p_lag1

前年同月差 非正社員求人↔非正社員従業員DI DI→求人 0 0.955 0.046 d12_emp_p_lag0

前年同月差 正社員求人↔時間外DI 求人→DI 0 3.538 0.012 d12_log_job_f_lag0

前年同月差 正社員求人↔時間外DI DI→求人 0 -1.6 0.193

前年同月差 正社員求人↔需給ギャップ 求人→DI 5 -0.902 0.366 d12_log_job_f_lag4,d12_log_job_f_lag5

前年同月差 正社員求人↔需給ギャップ DI→求人 0 -2.061 0.257

前年同月差 非正社員求人↔需給ギャップ 求人→DI 0 -2.997 0.504

前年同月差 非正社員求人↔需給ギャップ DI→求人 0 0.948 0.046 d12_gap_p_lag0

表４ 双方向回帰の要約 
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モデル選択では𝐵𝐼𝐶 = −2𝑙𝑜𝑔𝐿 + 𝐾𝑙𝑜𝑔𝑇を用い、自己ラグのみの基準式に対して BIC がどれ

だけ改善したのかをみた。追加ラグ全体の有意性も併せて確認し、BIC 改善と p 値の双方から

方向性を判断した。 

クロス相関だけでは方向性の比較が十分でないため、自己回帰項を含む分布ラグ型の回帰

を、求人→DI と DI→求人の両方向で推計した。ラグ長は 0～6 カ月の範囲で BIC を基準に選

択し、追加ラグの有効性は基準モデル（自己ラグのみ）との比較で確認した。 

正社員不足 DIの式では、求人ラグを追加すると BIC が 4.689 改善し、追加ラグ全体も有意

であった（p=0.039）。同時に、逆方向の「不足 DI→求人」も BICが 1.851 改善し有意であっ

た（p=0.022）。したがって、正社員では求人件数と不足感の関係は双方向的であり、片方向の

先行指標とは言い切れない。 

非正社員不足 DI の式では、「求人→不足 DI」は有意で BIC も改善した（改善幅 3.779、

p=0.001）が、「不足 DI→求人」は支持されなかった。これは、非正社員では不足感そのもの

が求人件数を押し上げるというより、求人増が一定期間後に不足感を和らげる方向に働いて

いる可能性を示す。 

従業員数 DIについては、正社員・非正社員ともに「従業員数 DI→求人」の方が明瞭であっ

た。とくに正社員は BIC 改善 7.508（p=0.014）、非正社員も BIC 改善 3.851（p=0.008）であ

り、求人件数は既存の雇用調整の結果を受けて動く側面が強い。 

時間外労働時間 DI については、水準では求人→時間外 DI が統計的にやや弱い関係性を示

すレベルにとどまったが（p=0.061）、前年差では求人→時間外 DIが 5％水準で有意となり（BIC

改善 3.538、p=0.012）、しかも係数は負であった。 

 

7. 第 4段階：VAR・グレンジャー因果性（補助分析） 

本段階は、短期の変化率ベースで「どちらの過去情報が相手の予測を改善するか」を確認す

る補助分析である。ここでは前月差系列を用い、2変数 VAR を推計した。 

2 変数 VAR の一般形は、[𝐽𝑡 , 𝑌𝑡]′ = 𝐴0 + 𝐴1[𝐽𝑡−1, 𝑌𝑡−1]′ + ⋯ + 𝐴𝑝[𝐽𝑡−𝑝, 𝑌𝑡−𝑝]
′

+ 𝑢𝑡である。各式

に両系列の過去値を同時に入れることで、自己持続性と相互作用を同時に扱える。 

グレンジャー因果性検定では、たとえば「求人件数は不足 DI をグレンジャー原因しない」

という帰無仮説 H0:β1＝β2＝...＝βp＝0 を検定する。これが棄却されれば、求人件数の過去情

報が不足 DIの予測に有用であることを意味する。 

ここでいう因果性は、構造的な因果効果ではなく、予測上の先行性にすぎない。そのため、

本報告書では VAR 単独で結論を出さず、第 1段階から第 3段階、および転換点比較・SEM との

整合性を重視して解釈した。 
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系列の変化率ベースで予測上の先行性を確認するため、前月差系列を用いた 2 変数 VAR を

補助的に推計した。ラグ次数は BIC で選択した結果、すべて 1期ラグとなった。 

 

 

 

 

 

 

注：前月差系列の 2 変数 VAR（1 期ラグ）に基づくグレンジャー因果性検定。 

 

ここで最もはっきりしたのは、従業員数 DIの変化が求人件数の変化を先に説明している点

である。正社員では「従業員数 DI→求人」が p<0.001、非正社員でも p=0.001 と有意であり、

逆方向の「求人→従業員数 DI」は支持されなかった。 

不足 DIについては、正社員ではどちらの方向も有意ではなく、非正社員では「求人→不足

DI」が 10％水準でやや弱い関係性を示すレベルにとどまった（p=0.066）。時間外労働時間 DI

についても、どちらの方向も明確ではなかった。 

したがって、短期の変化率ベースでみる限り、求人件数は不足感を一貫して先導する指標

ではなく、むしろ従業員数の変化を受けて反応する面が強い。 

 

8. 第 5段階：転換点比較 

本段階では、水準や変化率の相関とは別に、系列の「山」と「谷」がどの順序で現れるかを

比較した。景気や需給の局面転換をみる際には、平均的な相関よりも、ピークアウトや底打ち

の順序の方が実務上重要になるためである。 

まず、各系列に対して 3カ月移動平均𝑋̃𝑡 = (𝑋𝑡 + 𝑋𝑡−1 + 𝑋𝑡−2) 3⁄ を適用し、短期ノイズをな

らした。そのうえで、局所的な山は Xt>Xt-1 かつ Xt>Xt+1、谷は Xt<Xt-1 かつ Xt<Xt+1 を満たす点

として抽出した。 

近接する転換点同士を対応づけ、lag＝TPjob－TPother を計算した。ここで lag>0 は「求人件

数の転換点が遅い」、lag<0 は「求人件数の転換点が早い」ことを意味する。クロス相関と転

換点比較では lag の符号の意味が異なるため、この点には注意が必要である。 

系列の山・谷を 3 カ月移動平均で平滑化した後に抽出し、求人件数の転換点が他系列より

組み合わせ
選択ラグ

(BIC)
求人→DI p値 DI→求人 p値

正社員求人変化↔正社員不足DI変化 1 0.265 0.124

非正社員求人変化↔非正社員不足DI変化 1 0.066 0.474

正社員求人変化↔正社員従業員DI変化 1 0.164 0.000

非正社員求人変化↔非正社員従業員DI変化 1 0.353 0.001

正社員求人変化↔時間外DI変化 1 0.104 0.119

表５ VAR・グレンジャー因果性検定（前月差系列） 
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どれだけ早いか遅いかを確認した。表 6 では、近接した転換点のみを対応づけた平均ラグを

示している。正の値は「求人が遅い」、負の値は「求人が早い」ことを意味する。 

 

 

 

 

 

注：3 カ月移動平均で平滑化した系列から近接する転換点を対応づけた。正の lag は求人件数の転換点が遅いこと

を示す。 

 

正社員求人と正社員不足 DI の転換点は、平均するとほぼ同時であった（平均-0.40 カ月）。

したがって、正社員求人は不足感に対して明確に先行するというより、局面転換ではほぼ並

走している。 

非正社員求人と非正社員不足 DI では、求人件数の転換点が平均 2.70 カ月遅れていた。非

正社員については、局面の変わり目に限れば、求人件数は不足感に対して遅行色が強い。 

正社員求人と時間外 DIはほぼ同時であり（平均 0.17 カ月）、時間外労働は求人と近いタイ

ミングで調整されている可能性がある。 

 

9. 第 6段階：共分散構造分析（SEM） 

本段階では、ここまでの結果を踏まえ、求人件数、不足感、従業員数、時間外 DIの間にど

のような経路が成り立つかを、観測変数ベースの小規模なパス解析で整理した。SEM は因果を

証明する道具ではなく、複数の関係を一つの図式にまとめて整合性を比較するための補助分

析として用いた。 

たとえば正社員では、 

雇用過不足𝐷𝐼𝑡 = 𝑐1求人件数
𝑡−1

+ 𝑐2従業員数𝐷𝐼𝑡 + 𝑐3時間外労働時間
𝑡

+

𝑐4雇用過不足𝐷𝐼𝑡−1 + 𝑢𝑡, 

求人件数
𝑡

= 𝑑1雇用過不足𝐷𝐼𝑡−1 + 𝑑2求人件数
𝑡−1

+ 𝜐𝑡 

という形で、求人先行経路と不足 DI先行経路の双方を含むクロスラグ型モデルを置いた。 

表６ 転換点の平均ラグ（|lag|<=6カ月） 

組み合わせ
マッチ数

(|lag|<=6)
平均ラグ 中央値ラグ 山平均 谷平均

正社員求人 vs 正社員不足DI 5 -0.4 -1 0 -1

非正社員求人 vs 非正社員不足DI 10 2.7 2.5 2.8 2.6

正社員求人 vs 正社員従業員DI 5 1.4 3 0.33 3

非正社員求人 vs 非正社員従業員DI 10 -1.4 -2 -1.4 -1.4

正社員求人 vs 時間外DI 6 0.17 -0.5 1 -0.67
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このとき、c1が有意なら「前月の求人が当月の不足感に効く」こと、d1が有意なら「前月の

不足感が当月の求人に効く」ことを意味する。さらに、c2 と c3 の符号をみることで、不足感

が人員増で緩和されるのか、時間外労働で補完されるのかを読み取ることができる。 

モデル比較では、CFI、TLI、RMSEA、SRMR を用いて、求人件数先行型、DI先行型、クロスラ

グ型のどれが最も整合的かを確認した。ただし、標本数が 46カ月と限られるため、ここでの

結果は補助的に解釈した。 

最後に、観測変数ベースの小規模なパス解析を行い、求人件数先行型、DI 先行型、クロス

ラグ型の整合性を比較した。標本数が限られるため、ここでは補助的な位置づけとして解釈

する。 

 

 

 

 

 

 

注：適合度は観測変数ベースの小規模 SEM による。標本数の制約があるため、結果は補助的に解釈する。 

 

正社員では、CFI と TLIの観点からクロスラグ型（モデル C）が最も良好であった。標準化

係数をみると、前月の正社員求人は当月の不足 DI に正の影響を持ち（標準化係数 0.172、

p=0.009）、逆に前月の不足 DI から当月の求人件数への経路も境界的に残った（標準化係数

0.056、p=0.053）。この結果としては、正社員では双方向性が残るという他の分析結果と整合

的であるといえる。 

また、正社員の不足 DI は、従業員数 DI に対して負の係数（-0.238、p<0.001）、時間外労

働時間 DIに対して正の係数（0.157、p=0.002）を持ち、不足感が「人員増で緩和され、時間

外労働で補完される」構造がみてとれる。 

非正社員では、クロスラグ型の適合度は良好である一方、求人件数から不足 DIへの経路も、

不足 DIから求人件数への経路も有意ではなかった。非正社員は、求人・不足感ともに自己持

続性の方が強く、明確な構造的先行関係は弱い。 

図 6は、正社員について最も当てはまりが良好であったクロスラグ型の SEM（モデル C）を

示したものである。このモデルでは、前月の正社員求人件数と前月の雇用過不足 DIが、当月

の正社員求人件数および当月の雇用過不足 DI にどのようにつながるかを、自己継続の経路と

相互のクロスラグ経路を含めて表している。あわせて、当月の雇用過不足 DIには、同じ月の

モデル CFI TLI RMSEA AIC BIC

正社員・A（求人先行） 0.918 0.871 0.167 22.415 44.095

正社員・B（DI先行） 0.894 0.865 0.199 18.955 38.828

正社員・C（クロスラグ） 0.938 0.905 0.166 27.928 55.028

非正社員・A（求人先行） 1.030 1.049 0.000 13.739 26.386

非正社員・B（DI先行） 0.971 0.960 0.083 15.246 29.699

非正社員・C（クロスラグ） 0.978 0.964 0.079 19.378 37.444

表７ SEMの適合度比較 
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従業員数 DI と時間外労働時間 DI も接続し、人手不足感が人員増加や残業増加とどのように

関係しているかを同時にみている。 

図中の数値は標準化パス係数であり、値が大きいほど関係が強いことを示す。正の値は一

方が高いほど他方も高くなる関係を、負の値は一方が高いほど他方が低くなる関係を、それ

ぞれ意味する。また、破線で示した経路は統計的にみて境界的であり、実線の経路に比べて解

釈には慎重さが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 1：数値は標準化パス係数である。破線は境界的に残った経路を示す。 

注 2：図の構造は、前月の正社員求人と前月の雇用過不足 DIが、当月の求人件数と当月の不足 DI に交差して影響

するクロスラグ型である。あわせて、当月の従業員数 DI と時間外労働時間 DI が当月の不足 DI に作用する経路を

置いている。 

注 3：同モデルは報告書の SEM 比較で、正社員の 3 モデルのうちクロスラグ型（モデル C）として最も整合的と判

断した仕様に対応する。 

 

まず最も強いのは、正社員求人件数の自己継続性である。前月の正社員求人は当月の正社

員求人に強くつながっており、標準化係数は β＝0.953（p＜0.001）であった。これは、正社

員求人件数が月をまたいでかなり持続的に動いていることを示している。すなわち、ある月

に求人が多い局面では、その翌月も高水準の求人が続きやすい。 

次に、前月の正社員求人件数は当月の雇用過不足 DIを押し上げる関係が確認された。該当

する経路の係数は β＝0.162（p＝0.018）であり、前月に求人が増えている局面ほど、当月の

「正社員が不足している」という認識が強まりやすいことを示している。これは、求人件数が

図６ 正社員 SEM：クロスラグ型（モデル C）のパス図 

正社員の求人
(t-1)

雇用過不足DI
(t-1)

正社員の求人
(t)

時間外労働時間DI
(t)

従業員数DI
(t)

雇用過不足DI
(t)

β＝0.953
p<0.001

β＝0.144
p=0.009

β＝-0.222
p<0.001

β＝0.660
p<0.001

β＝0.162
P=0.018

β＝0.056
p=0.068

※ 破線は境界的に残った経路。前月の求人増は当月の不足感を押し上げ、不足感は自己持続しつつ、従業員数の増加で緩和され、時間外労働の増加で補完される



  

18 |         経済分析レポート April 30, 2026  No.19 

 

©TEIKOKU DATABANK, LTD.  

単なる採用意欲の表れにとどまらず、企業の人手不足感と結びついていることを意味する。 

一方で、雇用過不足 DI の自己継続性も明確である。前月の雇用過不足 DI は当月の雇用過

不足 DIに強く正の影響を与えており、係数は β＝0.660（p＜0.001）であった。人手不足感は

一時的に解消されるものではなく、月をまたいでかなり持続する性格を持つことが分かる。 

加えて、当月の雇用過不足 DIには、同月の雇用調整変数も有意に関係している。従業員数

DIから雇用過不足 DIへの経路は β＝−0.222（p＜0.001）であり、正社員数が増えている月ほ

ど、人手不足感は緩和される方向に働いている。これは直感にも整合的であり、採用や雇用の

増加が不足感を和らげることを示している。これに対して、時間外労働時間 DI から雇用過不

足 DIへの経路は β＝0.144（p＝0.009）と正であった。すなわち、時間外労働が増えている月

ほど、人手不足感も強い。これは、残業増が人手不足を解消しているというより、むしろ不足

を補うために残業でしのいでいる局面を反映していると解釈できる。 

さらに、前月の雇用過不足 DIから当月の正社員求人件数への経路も推計されており、係数

は β＝0.056（p＝0.068）であった。この経路は破線で示されているとおり、統計的には境界

的である。したがって、正社員では「不足感が高まったから翌月の求人が明確に増える」とま

では強く言い切れないものの、その方向の関係が弱く残っている可能性はある。 

以上を総合すると、正社員のモデル C からは、求人件数と人手不足感の間には一方向では

ない関係が想定されるものの、より明瞭なのは「前月の求人増が当月の不足感の強まりにつ

ながる経路」と「不足感そのものの持続性」であることが分かる。同時に、不足感は従業員数

の増加によって緩和される一方、時間外労働の増加によって補完されている。言い換えれば、

正社員の人手不足局面では、企業は求人を出し続けつつ、充足しきれない分を残業で吸収し、

その不足感は翌月にも持ち越されやすい構造になっている。 

なお、このパス図は変数間の構造的な整合関係を示すものであり、厳密な因果効果を直接

証明するものではない。そのため、「求人が不足を生む」といった強い因果表現ではなく、求

人増と不足感の強まりが時間差を伴って結びついている、また不足感が残業増や人員増加と

同時に調整されていると解釈するのが適切である。 

 

まとめ 

今回行った分析結果は、次のようにまとめることができる。 

第 1 に、求人件数は全体として「一方向の先行指標」ではない。正社員では不足感とかな

り強く同時に動くが、不足 DIから求人件数への反応も一定程度みられ、双方向的である。 

第 2 に、非正社員では、同時点の不足感と求人件数の結び付きは弱いが、局面転換では求

人件数の方が 2～3カ月遅れる傾向があった。したがって、非正社員求人は不足感の変化に対

する遅行指標としての性格が相対的に強い。 
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第 3に、従業員数 DI は、正社員・非正社員ともに求人件数より先に動く傾向が明瞭であっ

た。企業はまず既存人員の増減や充足状況の変化を経験し、その後に求人件数を調整してい

る可能性が高い。 

第 4 に、正社員求人と時間外労働時間は、短期的にはおおむね同時に動くが、前年比ベー

スでは求人増が時間外労働の鈍化・正常化と結びつく可能性がある。 

以上を踏まえると、求人件数は「人手不足感・人員調整・残業調整の結果を織り込みながら

動く複合指標」とみることが妥当である。とくに、正社員は同時・双方向、非正社員はやや遅

行という整理が現時点では最も整合的である。 

 

分析上の留意点 

本分析は全国集計の月次時系列 46カ月を対象としており、産業別・企業規模別・地域別の

異質性は反映していない。また、観測データに基づく分析であるため、ここでいう先行・遅行

は予測上・時系列上の順序であり、厳密な因果効果を直ちに意味するものではない。さらに、

転換点判定と SEM は標本数の制約から補助的分析として位置づける必要がある。 
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